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This study focuses on the development the hybrid model of SCGE model and traffic equilibrium model. Transportation demand is decided by changing the economic activities. When economic losses after disasters are estimated, it is important to consider about the change of not only economic activity but also transportation cost. Proposed model can treat transportation costs as endogenous variables. It makes possible to considering transportation cost changing by traffic congestion due to economic activity change. The model can be formulated by a kind of Equilibrium problem with equilibrium constraints. And, the mathematical problem can be solved by Newton method with Smoothing Fischer-Bermeister function. (102words). 
１．はじめに
現代では，地域間の交流・交易が発達し，日常生活はこれらの交通網に大きく依存している部分がある．そのため，自然災害による交通機能の障害は，救援物資の運搬や救援活動などに加え，被災地の経済活動に対しても大きな影響をもたらす可能性がある．実際に，東海集中豪雨(2000)，新潟県中越地震(2004)，東日本大震災(2011)等の大災害では，このような交通ネットワークの損傷による物資や旅客への影響が観測されている．また，近い将来に発生が予測されている災害として，東南海・南海トラフ地震や東京首都直下地震，また富士山噴火，桜島噴火など多くの災害を挙げることができるが，これらの災害による被害は，直接的な都市への被害に加え，交通ネットワークの損傷による各地域への波及被害も大きなものとなるであろう．
　災害によって，被災地域はもとより．被災地域以外に波及する経済被害を推計するために，近年では空間的応用一般均衡(SCGE)モデルによるアプローチが研究されてきている(例えば，Ueda et al.(2001),土屋ら(2006)など)．そこで，本研究では地域間交通ネットワークを考慮した空間的一般均衡モデルの開発を行い，道路機能損傷による経済被害を分析する手法を開発する．地域間交通量は，各地域における経済活動によって派生的に決定されるものであるが，従来のSCGEモデルにおいては，災害による交通ネットワークの障害を反映する方法として，輸送コストの変化として外生的に与える方法が用いられていおり，交通費用を内生的に決定させる分析手法は未だ確立されていない．そこで本研究では，輸送コストの変化を内生的に決定できるSCGEモデルの開発を行う．数理計画の分野においては，MPEC等の均衡問題を制約条件として取り扱うことのできる計算手法が確立されつつある．この手法は，経済被害分析においても十分応用できるものであるため，本研究では，この手法をSCGEモデルに用いて，利用者均衡モデルを制約条件として取り扱うことで，輸送コストの内生化を目指す．
２．本研究で用いるSCGEモデルと交通均衡モデル
　まず，ここで用いるSCGEモデルでは各地域に家計，企業という経済主体が存在する状態を想定する．企業は各産業部門に1つ存在し，1種類の財を生産しており，利潤の最大化を行うものとする．また，家計は，代表的な家計として自身の効用を最大化する．そして，土屋ら(2006)において用いられているものと同様に，地域間の交易行動をロジットモデルで与えたものを使用する．
　次に，ここで用いる交通均衡モデルとして，次の利用者均衡配分問題を取り上げる．人が経路を合理的に選択する際には，自身の効用を最大化するように行動すると考えられる．全ての利用者がこのような行動基準を持ち経路を選択した場合，ある均衡状態に達することが考えられる．この状態を交通均衡と呼び，その時の交通量を均衡交通量と呼ぶ．一般的によく用いられる交通均衡として，Wardrop均衡と呼ばれるものがあり，「利用者が一方的に経路を変更することによってもはや誰一人としてOD間のより安い費用を見いだせないような交通パターン」として定義されている(土木学会(1998))．この均衡が成り立つとき，全ての利用者にとって所要時間が最短となっており，その意味で，この安定状態を「利用者均衡」状態と呼び，利用者均衡モデルはこの状況を表現したものである．
３．数理計画問題としてのアプローチ
　均衡制約付きの数理計画問題は一般にMPEC(Mathematical Programming Problem with Equilibrium Constraints)と呼ばれ，ORや工学，経済学の分野で応用されてきた．本研究で扱うような交通・地域政策の分析にも多く利用されている．さらに，複数のリーダーが，各々このようなMPECやシュタッケルベルグ問題を解く場合の均衡を考える問題をEPEC (Equilibrium Problems with Equilibrium Constraints)と呼び，本研究で提案しているものも利用者均衡制約下の経済均衡モデルであるため，この問題に属すると言えよう．このEPECはMPECよりもさらに複雑な数理計画問題となるが，Hu and Fukushima(2012)はEPECに属するMulti leader follower gameにおいて，Fischer-Burmeiste関数(Fischer（1992))を用いるアプローチを提案している．この手法を用いることで，対象とする数理問題を解く際に出てくる退化点を，その十分近くの非退化点で近似させることが可能となる．そのため，ニュートン法などの反復法を用いて解を求めることが可能となる．そこで，交通需要を内生的に決定できる利用者均衡問題を制約条件としたSCGEモデルとして扱う．ここでは，利用者均衡モデルを制約条件として扱うために，Smoothing Fischer-Burmeister関数(以下SFB関数)を用いて再定式化を行っている．これにより，SCGEモデルをニュートン法を用いて解く際に計算が必要なJacobian matrixを計算することができ，この問題の解を得ることがでることを示す．
４．まとめ

　本研究では，交通需要を内生的に決定できる利用者均衡問題を制約条件としたSCGEモデルを提案している．そして，数理計画の分野において確立されつつある均衡問題を制約条件として扱うことで，均衡解を求められる手法を提案している．また，簡単な数値計算を行うことで，このモデルの検証を行っている．本研究では，SFB関数を用いてスムージングを行っているため，スムージングに関するパラメータの違いによる計算結果を比較したが，そのパラメータとして，十分小さい正の値を与えることで，ほぼ同じ解を得ることができることがわかった．
　今後の課題として，大きく3つあげられる．まず1つ目として，数値計算上は収束し，安定した唯一解を得られるものの，その解析的な証明がまだ不十分であることが挙げられる．この問題が数理計画の分野におけるどの問題クラスにあるか明確にすることが重要である．2つ目に，本研究では家計の所得と企業の生産能力を所与とし，変数を消費者価格と生産地価格価格のみとすることで，モデルを簡略化したが，変数を増やした場合についても同様に解が得られることを示すことが必要である．そして，3つ目として，実際の災害を対象とした実証分析を行うことが挙げられる．
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